井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、国内外からの観光客の誘致を促進し、地域資源の活用及び地域経済の活性化に資するため、団体旅行を催行した国内外の旅行会社に対し、井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、井原市補助金交付規程（昭和３４年井原市規程第1号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
　（補助対象者）

第２条　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第３条市内での観光を含む団体旅行（以下「ツアー」という。）を催行した国内外の旅行会社とする。
　（補助対象事業等）

第３条　補助対象事業及び補助金額は、別表に定めるところによる。
　（交付申請）

第４条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、ツアー催行の１４日前までに、井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金交付申請書（様式第１号）に、行程表を添えて市長に提出しなければならない。
　（交付決定）

第５条　市長は、前条の交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、交付の可否を決定するものとする。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金交付決定通知書（様式第２号）を、不交付と決定したときは、井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）をそれぞれ申請者に通知するものとする。
（補助事業の変更等）
第６条　前条第２項の規定による交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付決定を
受けた事業（以下、「補助事業」という。）の内容を変更しようとするときは、あらかじめ井原市周
遊型観光ツアー造成事業補助金変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けな
ければならない。
（変更承認）
第７条　市長は、前条の変更承認申請書を受理したときは、その内容を審査し、井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金変更承認（不承認）通知書（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。
（実績報告）
第８条　補助事業者は、補助事業完了後、速やかに井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金実績報告書（様式第６号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
　(1)　行程表（実績）
　(2)　参加者数の実績が確認できる書類
　(3)　市内の有料観光施設、飲食店、地域農産物等直売施設（市長が別に定める施設に限る。）及び宿泊施設（市内に宿泊した場合に限る。）に係る費用の領収書
（額の確定）
第９条　市長は、前条の実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、適正であると認めるときは、補助金額を確定し、井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金額確定通知書（様式第７号）により、補助事業者に通知するものとする。

　（補助金の請求）

第１０条　補助事業者は、前条の通知を受けたときは、速やかに井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。
　（補助金の交付）

第１１条　市長は、前条の請求があったときは、速やかに指定された預金口座に振り込むことにより交付するものとする。
２　前項に規定する補助金の振込みに要する手数料は、補助事業者が負担する（国内金融機関の国内
支店口座を指定した場合を除く。）ものとし、市長は、確定した補助金額から当該手数料を減じた
金額を振り込むこととする。

　（交付決定の取消し）
第１２条　市長は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、市長がやむを得ないと認める場合を除き、補助金の交付決定を取り消すことができるものとする。
(1)　虚偽その他不正な手段により、補助金の交付決定を受けたとき。
(2)　この要綱の規定に違反する事実があったとき。
(3)　その他市長が補助金の交付を不適当と認めるとき。
２　市長は、前項の規定による取消しをしたときは、井原市周遊型観光ツアー造成事業補助金交付決定取消通知書（様式第９号）により、補助事業者に通知するものとする。

（補助金の返還） 
第１３条　市長は、前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。
（委任）
第１４条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則

　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）

	補助対象事業の区分
	補助対象事業の条件
	補助金額

	国内向け
	①補助対象者が主催するツアーで、参
加人数が２０人以上であること。
②市内の有料観光施設を１か所以上利
用すること。
③市内の飲食店を利用すること。
④当該ツアーに対して他の地方自治体
等から補助金、助成金等を交付され
ていないこと。
（井原線振興対策協議会が実施する井原線利用促進活動補助事業を除く。）
⑤国、地方自治体等が実施する視察若
しくは研修旅行、学校行事として実
施する旅行若しくは宗教活動又は政
治活動を目的とした旅行でないこ
と。
	１人当たり１，０００円。ただし、市内での宿泊を伴うときは、１人当たり２，０００円とする。

	インバウンド向け
	①補助対象者が主催する訪日団体ツア
ーで、参加人数が５人以上であるこ
と。
②市内の有料観光施設を１か所以上利
用すること。
③市内の飲食店又は市内の地域農産物
等直売施設（市長が別に定める施設
に限る。）を１か所以上利用するこ
と。
④国、地方自治体等が実施する視察若
しくはは研修旅行、学校行事として
実施する旅行又は宗教活動若しくは
政治活動を目的とした旅行でないこ
と。
	１人当たり２，０００円。ただし、市内での宿泊を伴うときは、１人当たり２，０００円を上乗せする。


